
 

第1号様式(第6条関係) 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容 
第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域におけ

る建築物の高さの認定 

根拠法令及び条項 建築基準法第５５条第２項 

審
査
基
準 

■有(第3条第1項に該当する場合を含む。) 

□無(根拠：第3条第2項第 号に該当) 

公表 ■する □しない(公表しない場合の根拠：第7条第2項第 号に該当) 

【内容】(※審査基準を公表する場合のみ記載すること。) 

建築基準法施行令第130条の10 

別紙のとおり 

審査基準 

設定年月日 
昭和52年11月1日 

審 査 基 準 

最終変更年月日 
平成13年5月18日 

標準処理期間 

■有(第5条において準用する第3条第1項に該当する場合を含む。) 

  期間( ６０日以内                ) 

□無(根拠：第5条において準用する第3条第2項第 号に該当) 

標準処理期間 

設定年月日  
平成  年 月  日 

標準処理期間 

最終変更年月日 
平成  年 月  日 

所管部署 都市計画部 建築指導課 

備考  

注 審査基準が法令に具体的に規定されているため審査基準を設定する必要が

ない場合は、その旨及び当該法令の定めを審査基準の内容欄に記載すること。 

 

Administrator
テキストボックス
まちなみ共創部　建築指導課　



 

建築基準法施行令 

（第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内における建築物の高さの

制限の緩和に係る敷地内の空地等） 

第百三十条の十 

 法第五十五条第二項の規定により政令で定める空地は、法第五十三条の規定によ

り建ぺい率の最高限度が定められている場合においては、当該空地の面積の敷地面

積に対する割合が一から当該最高限度を減じた数値に十分の一を加えた数値以上で

あるものとし、同条の規定により建ぺい率の最高限度が定められていない場合にお

いては、当該空地の面積の敷地面積に対する割合が十分の一以上であるものとする。 

２ 法第五十五条第二項の規定により政令で定める規模は、千五百平方メートルと

する。ただし、特定行政庁は、街区の形状、宅地の規模その他土地の状況によりこ

れによることが不適当であると認める場合においては、規則で、七百五十平方メー

トル以上千五百平方メートル未満の範囲内で、その規模を別に定めることができる。 

 




